
 

付録１ 合意形成フロー 

各事例をもとに、振動問題に対して居住者と合意形成に至るまでの経緯がわかるように、合意形成

フローを作成した。フローは問題発生後の事後対策を念頭においたフローで、（Ⅰ）～（Ⅴ）の５段

階での検討内容を示し、各段階での合意形成の指標について示した。 

  各段階でのＡ～Ｄは、3.2 節の表.1「環境振動測定結果記録シート」事例一覧表、５章の表.２「環

境振動に関するＱ＆Ａ事例」一覧表とリンクしており、各事例が本フローのどの段階で合意形成に至

ったかを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

地盤／建物側

（Ⅲ）対策工事の検討

事象発生

（Ⅱ）振動源が特定
できているか？

特定できていない

（Ⅰ）問題の詳細確認

（Ⅱ）振動源の特定

●周辺状況の確認
●地盤の卓越振動数の測定
●建物の固有振動数の測定

特定できている

（Ⅲ）-②　対策工事を
検討し、測定の必要が

あるか？

（Ⅳ）測定の実施と評価

（Ⅲ）-①　顧客説明し、
対策工事が必要か？

●問題の所在の明確化
・構造的不安
・振動を止める

伝搬経路対策
（Ⅴ）-③　鉛直方向対策箇所

対
　
　
策

必要あり

●対策の必要性

●対策箇所の検討（振動源側／地盤・建物側）

●対策の方向（水平・鉛直）の評価

（Ⅴ）-③　水平方向対策箇所

合意形成④

（Ⅰ）状況把握

受振側対策

実施なし【合意形成①】

（Ⅴ）-②　設計方針
鉛直方向

必要あり

想定できる対策工事の実施【合意形成②】

●苦情の発生場所
●周辺状況の把握
●苦情者の属性
●家屋種別

対
　
　
策

対
　
　
策

受振側対策

（Ⅴ）具体的な対策

対
　
　
策

対
　
　
策

伝搬経路対策

●発生振動の継続時間
●発生の時間帯
●築年数
●被害状況

振動源対策（鉛直方向・水平方向）

水平方向

対策実施

（Ⅴ）-①　対策実施箇所

●振動レベル（振動源）
●振動レベル（地盤）
●建物の固有振動数
●地盤の卓越振動数

●建物特性・構造
●敷地条件
●予算 （Ⅳ）-①　測定実施

（Ⅳ）-②　測定結果より
対策を実施

対策の実施なし【合意形成③】
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